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有識者 国土交通省
助言

全
国
へ
展
開

地方公共団体

専門家
（支援事業者）

委託

発注支援

地方の入札契約改善推進事業

○ 発注者である地方公共団体における多様な入札契約方式の導入・活用、入札契約制度の改善を支援
○ 支援による成果を、他の地方公共団体に展開

事業の目的

○ 有識者と国土交通省が連携し、新たな入札契約方式の導入を目指す地方公共団体が実施を計画している事業から
モデルとなる事業を選定し、専門的知見を有する支援事業者を派遣

○ 支援事業者による発注支援を通して得られた知見と成果を全国に展開

事業のスキーム

モデル事業の募集 対象：都道府県又は市区町村 対象事業：全ての公共工事

モデル事業の選定 ① 先進性（過去の採用事例は少ないが、将来効果的である可能性が高いこと）
② 汎用性（今後、多くの地方公共団体での適用が可能であること）
③ 実現性（対象事業の工程等が明確となっている）

支援事業者の選定

モデル事業の支援

１ 応募事業の目的、進捗状況の確認

３ 課題を解決するための入札契約方法の検討

２ 発注者が抱える課題の整理と、技術的な検証

４ 課題解決や、発注のための資料作成等の実際的な支援

事業ごとの
支援フロー
構築

円滑な
事業推進
支援

応募者による事業推進モニタリングとフィードバック

有識者による
専門的見地
からの助言

応募者からの意見聴取 等

・議会説明用資料作成支援
・リスクの整理

・事業全体の課題整理
・公募資料の作成支援 など

事業の運営フロー

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000102.html
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年度 自治体名 事業名

入札契約方式（支援事業による提案）
設計・施工

CM
方式 その他分離 一括方式

ー 技術
協力 DB D+B

H26年度

大仙市（秋田県） 除雪業務 地域維持型方式
宮城県 除雪業務 地域維持型方式
相模原市（神奈川県） 下水道管敷設事業 ● 総合評価方式（高度技術提案型）

新城市（愛知県） 新城市庁舎建設事業 ●

大阪府 施設の軽微な補修事業 補修工事マニュアル、標準仕様

H27年度

水戸市（茨城県） 体育館建設事業 ● ●

四日市市（三重県） 体育館建設事業 ● ●

清瀬市（東京都） 新庁舎建設事業 ● ●

府中市（東京都） 新庁舎建設事業 ● ●

島田市（静岡県） 新病院建設事業 ● ●

H28年度

小田原市（神奈川県） 市民ホール建設事業 ● ●

野洲市（滋賀県） 病院建設事業 ●

中土佐町（高知県） 新庁舎等建設事業 ●

高松市（香川県） 給食センター建設事業 ●

善通寺市（香川県） 新庁舎建設事業 ● ● ●

H29年度

板橋区（東京都） 小中学校等空調設備
一斉更新事業 維持管理/機器支給/コストオン 方式

上田市（長野県） 庁舎改修・改築事業 ● ● ●

桜井市（奈良県） 新庁舎建設事業 ● ●

徳島県･美波町（徳島県）
※共同申請

大規模災害を想定した
復旧・復興事前検討事業 各段階における入札契約方式の備え

平成26～令和５年度入札契約改善推進事業の支援概要
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年度 自治体名 事業名

入札契約方式（支援事業による提案）

設計・施工
CM
方
式

その他分離 一括方式

ー 技術
協力 DB D+B

H30年度

愛川町（神奈川県） 施工時期等の平準化検討事業
地域の担い手確保対策検討事業 平準化施策、地域企業育成型発注

むつ市（青森県） 道路除排雪に係る改善検討事業 ー

四万十市（高知県） 文化複合施設整備事業 ●

横須賀市（神奈川
県） こども園整備事業 ●

H31年度

調布市（東京都） 施工時期等の平準化事業 平準化の推進

渋谷区（東京都） 猿楽橋架替えに伴う擁壁等更新事
業 ● ●

四日市（三重県） 近鉄四日市駅周辺等整備事業 ●

R２年度 入善町（富山県） 海洋深層水取水設備整備事業 ● ●

R３年度
岡山県 公共工事入札契約改善勉強会 県内市町村参加による勉強会の開催

葛城市（奈良県） 入札契約適正化の検討 入札契約適正化全般の改善検討

R４年度

中富良野町（北海道） 中富良野小・中学校改築事業、入
札契約制度改善 ● 入札契約適正化全般の改善検討

柏崎市（新潟県） 用途廃止公共建築物解体事業 標準モデル案の作成

津南町（新潟県） 津南町立ひまわり保育園増築事
業 ● ●

R５年度
大和高田市（奈良県） 大和高田市立病院建設事業 支援中

沖縄県 橋梁補修事業、電線共同溝事業 支援中

平成26～令和５年度入札契約改善推進事業の支援概要
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「多様な入札契約方式モデル事業」リーフレット＆事例集

「多様な入札契約方式モデル事業」リーフレット＆事例集第２版（2019年３月）
https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000174.html

4



令和６年度入札契約改善推進事業の募集概要

都道府県又は市区町村都道府県又は市区町村

全ての公共工事に関する入札契約事務(国土交通省所管事業等である必要はない)全ての公共工事に関する入札契約事務(国土交通省所管事業等である必要はない)

対象となる地方公共団体

対 象 事 業

発注者である地方公共団体に対して、専門家等を派遣し、地方公共団体の性格や地域の実情等に関する課題の整理、
最適な入札契約制度・入札契約方式の検討等、必要となる諸手続等の支援を実施
発注者である地方公共団体に対して、専門家等を派遣し、地方公共団体の性格や地域の実情等に関する課題の整理、
最適な入札契約制度・入札契約方式の検討等、必要となる諸手続等の支援を実施

概 要

《入札契約改善推進事業の支援対象》
①入札契約適正化の取組みの推進（施工時期平準化、ダンピング対策、一般競争・総合評価落札方式の導入など）
②地域維持工事の発注方式の工夫（包括発注、共同受注、事務の共同化など）
③多様な入札方式の導入（設計・施工一括発注方式、CM方式など）

令和６年１月１５日（月）から令和６年２月2２日（木）まで令和６年１月１５日（月）から令和６年２月2２日（木）まで

応 募 期 間

平成２６年の「担い手３法*」改正に伴い、発注者である地方公共団体の入札契約適正化の推進を図るため「入札契
約改善推進事業」を開始

※担い手３法…建設業法、公共工事の品質確保の促進に関する法律、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

平成２６年の「担い手３法*」改正に伴い、発注者である地方公共団体の入札契約適正化の推進を図るため「入札契
約改善推進事業」を開始

※担い手３法…建設業法、公共工事の品質確保の促進に関する法律、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

背 景
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国土交通省 支援事業者 地方公共団体

応 募

入札契約改善推進事業の選定

支援事業者の公募

競争参加

支援事業者の選定

入札契約改善推進事業
に対する発注・手続き支援

【入札契約改善推進事業の選定】

【支援事業者の選定】

入札契約改善推進事業の
工事等の発注、手続き実施

契約締結

効果等のフォローアップ

【入札契約改善推進事業への支援の実施】

支援成果の確認

令和６年度入札契約改善推進事業のスケジュール

事業状況の把握、把握
された課題への対応検討

３月中旬頃

６月上旬頃

３月下旬頃

６月下旬～令和７年３月上旬

１月１５日～２月２２日まで

有識者委員会

助言

入札契約改善推進事業の公募

有識者委員会

有識者委員会

助言

助言 令和７年３月中旬頃
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入札契約の工夫による地域の課題解決イメージ①

最適な入札契約制度の
検討支援

①入札契約制度の適正化
＜課題＞

最低制限価格に近い金額での応札が多く、くじ引きが多発している
入札契約適正化法等に定める情報の公表（義務事項）が不足している
一般競争入札、総合評価方式の導入ができていない
これらの入札契約適正化の取組を進めたいがノウハウが不足している

対象団体の入札契約制度、過去の発注情報等を分析。地域の実情に即した入札契約制度の検討を支援
地域毎の課題を分析しながら、最適な入札契約制度の導入が可能

＜入札契約適正化の計画策定（例）＞
•特に小規模な市町村では、入札契約適正化の取組に遅れ
• 体制上の制約など実情も踏まえながら、優先順位をつけながら
地域の実情に即した入札契約適正化に取組みたい

＜課題解決の例＞
• 入札契約適正化の実態調査（国交省）の結果等を参考に、対象
団体の現状を分析

• 職員勉強会の開催等により理解を深めながら、実施すべき取組
の方向性や優先順序の検討を行い、改善計画を策定

課題解決に向けた入札契約の工夫の例

○県単位での取組例（市町村単位でも可能）

？

情報の公表
ダンピング対策

総合評価
制度

• 入札契約の適正化を進めたいが、適切な制度設計や
関係者説明、体制構築などに苦慮している

• 入札契約制度のノウハウの補完と議会・財務部局等
への説明責任が果たしやすくなる

• 発注者側の負担軽減とあわせ、建設企業の競争参加
機会の拡大や、安定的な受注につながる
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入札契約の工夫による地域の課題解決イメージ②

発注方法の導入・改善検討

＜課題＞
維持修繕箇所ごとに発注するため、発注者の事務負担が大きい
維持管理業務等への参加者が少なく不調・不落のリスクがある
維持管理の業務発注ロットが小さく非効率
地域における社会資本の維持管理を担う地域の建設企業の確保が困難

②発注方式の工夫への取組

発注ロットの見直しや包括発注、共同受注、事務の一元化などの導入を検討
競争参加者の拡大につながることで、競争性の確保が図られるうえ、発注者の事務負担軽減も可能

＜施設の維持修繕工事の発注（例）＞
• 個々に発注するので、発注者の負担が大きい
• 発注ロットが小さく施工が非効率となり、参加者が少
ない

• 事務を共同包括的に発注することにより、
発注者の事務負担が軽減

• 受注機会の安定的な確保が図られることで
将来的な建設企業の確保に期待

＜発注方法の工夫の例＞
・地域における社会資本の維持管理に資する方式（包括発

注・共同受注など）の活用により競争環境の改善を図る
・事務を一元化するなど、コスト削減、作業の効率化の効果
が期待される新たな発注方式の検討を支援

発 注 者

Ｚ社Ｂ社Ａ社

個々の維持修繕工事発注

・参加者が少なく、不調・不落のリスクもある
・地域の社会資本の維持管理を担う建設企業
の確保が困難

課題解決に向けた入札契約の工夫の例

？

発注ロットの
見直し・・

事務の共同化・・

共同受注・・

（例）地方自治法に基づく共同処理制度（現行制度） 建設産業政策会議資料

●●●
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入札契約の工夫による地域の課題解決イメージ③

ＣＭ方式（ピュア型）採用検討

③多様な入札方式の導入

対象事業のうち、発注関係事務の一部又は全部を民間に委託する方式(CM：Construction Management)
複数工事が輻輳する、あるいは関係機関等との頻繁な調整が必要な工事への対応が可能

発注者市内部

市民

設計者

施工者
①

施工者
②

計画の調整

計画の
説明・要望

調整

調整

調整

＜公共施設の建替事業に係る発注者業務（例）＞
• 将来を踏まえた庁舎規模・仕様の設定
• 敷地や事業費等の制約条件を踏まえた設計の推進
• 市民の理解促進に向けた説明会の開催
• 事業全体のコスト・工期・品質の管理

発注者市内部

市民

設計者

施工者
①

施工者
②

計画の調整

計画の
説明・要
望

調整 調整

調整
ＣＭＲ

＜ＣＭ方式活用の例＞
• ＣＭＲ(Construction ManageR)は、事業全体にわたって高度
で専門的な知見から発注者を技術的にサポート

• ＣＭＲが協議用資料の作成を支援し、市民説明会を補助
• 発注者はＣＭＲと連携して事業の全体管理を実施

連携

＜課題＞
予算の制約がある中で、地域のニーズに合わせた発注
工期・コスト・品質のバランスを保ちながらの事業推進
膨大な協議資料の作成等が必要となり、 短期的に発注者体制が不足
発注者側の経験不足により、円滑な事業 推進のための迅速な判断等が困難

・関係者との協議や資料作成に膨大な労力が必要
・発注者の経験不足により迅速な判断ができない

・専門知識に基づく技術的支援により判断が迅速化
・発注者の最終的な判断や意思決定に第３者が関与す

ることで、透明性が高まる

●●市役所

●●市役所

課題解決に向けた入札契約の工夫の例
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